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○議事日程〔 第１号 〕 

 令和２年６月10日（水曜日）午前10時０分開会 

※開会宣告 

※開議宣告 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期の決定 

日程第３ 第40号議案から第48号議案まで、第６号

報告から第11号報告まで、及び報第２号

から報第５号まで 

      提案理由説明 

 

○本日の会議に付した事件 

 議事日程に同じ 

 

○出席議員（16名） 

１ 番  於 久 弘 治 

２ 番    毛 利 洋 子 

３ 番  中  尾   勉 

４ 番  黒 田 健 一 

５ 番  井ノ口 憲 治 

６ 番  阿 部 輝 之 

７ 番  土 谷 信 也 

８ 番  成 重 博 文 

９  番    中山田 健 晴 

10 番  松 本 博 彰 

11 番  河 野 徳 久 

12 番  安 東 正 洋 

13 番  北 﨑 安 行 

14 番  河 野 正 春 

15 番  菅   健 雄 

16 番  大 石 忠 昭 

 

○欠席議員（０名） 

 

○職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

事 務 局 長    安 田 祐 一 

総括主幹兼庶務係長    黒 田 祐 子 

総括主幹兼議事係長    大 塚 栄 彦 

専  門  員    小 門 敏 宏 

 

○説明のため議場に出席した者の職氏名 

市     長    佐々木 敏 夫 

副  市  長       堤     隆 

 

 

市参事兼総務課長       佐 藤 之 則 

市参事兼財政課長       飯 沼 憲 一 

企 画 情 報 課 長      丸山野 幸 政 

地域活力創造課長      川 口 達 也 

税  務  課  長     田 中 良 久 

市 民 課 長       黒 田 敏 信 

保 険 年 金 課 長   大久保 正 人 

社 会 福 祉 課 長     田 染 定 利 

子 育 て 支 援 課 長    水 江 和 徳 

健 康 推 進 課 長     清 水 栄 二 

人権啓発・部落差別解消推進課長 

     後 藤 史 明 

環 境 課 長    阿 部 幸 喜 

商 工 観 光 課 長   河 野 真 一 

農業ブランド推進課長      黒 木 雄 二 

耕 地 林 業 課 長     早 田 博 昭 

建 設 課 長       永 松 史 年 

市参事兼上下水道課長    早 尻 真 一 

会計管理者兼会計課長    尾 形    稔 

農業委員会事務局長     佐々木 真 治 

選挙管理委員会・監査委員事務局長 

              藤 重 深 雪 

市参事兼地域総務二課長兼水産・地域産業課長 

大 力 雅 昭 

市参事兼消防長    隈 井   智 

総務課 参事兼総務法規係長 

    小 野 政 文 

総務課 課長補佐兼秘書係長 

    都 甲 さおり 

教育委員会 

教  育  長    河 野   潔 

教育総務課長兼地域総務一課長 

植 田 克 己 

学 校 教 育 課 長   衛 藤 恭 子 

文 化 財 室 長       板 井   浩 

 

○議長（河野徳久君）  おはようございます。 

ただいまの出席議員は16名で、議員全員の出席で

あります。 

よって、令和２年第２回豊後高田市議会定例会は

成立いたしましたので、開会いたします。 

 この際、諸般の報告をいたします。 

お手元に配付いたしました事務報告書のとおりで
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ありますので、ご了承願います。 

 これより、本日の会議を開きます。市長ほか、関

係者の出席を求めましたので、ご了承願います。 

○議長（河野徳久君）  日程第１、会議録署名議員

の指名を行います。 

会議録署名議員に、１番、於久弘治君及び２番、

毛利洋子君を指名いたします。 

○議長（河野徳久君） 日程第２、会期の決定を議

題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日か

ら６月25日までの16日間といたしたいと思います。

これにご異議ありませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（河野徳久君） ご異議なしと認めます。よっ

て、今期定例会の会期は、本日から６月25日までの1

6日間と決定をいたしました。 

なお、会期中の会議予定はお手元に配付してあり

ます会議予定表のとおりであります。 

○議長（河野徳久君） 日程第３、第40号議案から

第48号議案まで、第６号報告から第11号報告まで、

及び報第２号から報第５号までを一括議題といたし

ます。 

提案理由の説明を求めます。 

市長、佐々木敏夫君。 

○市長（佐々木敏夫君） 本日ここに、第２回定例

会を招集いたしましたところ、議員各位にはご出席

をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 ４月７日に発令された政府の新型コロナウイルス

緊急事態宣言は、新規感染者数の減少や医療提供体

制のひっ迫状況の改善等を踏まえ、５月25日をもっ

て、全ての都道府県で解除されました。県内で新た

な感染者が確認されなくなって50日、本市では56日

が経過したところでございます。 

 はじめに、諸般の報告を申し上げます。 

 まず、４月30日の臨時会でご協賛賜りました新型

コロナウイルス感染拡大に伴う各種支援事業のうち、

10万円の特別定額給付金の進捗状況についてでござ

います。 

 ４月24日に推進本部を立ち上げたのち、マイナン

バーカードによるオンライン申請につきましては、

５月１日から申請の受付を開始いたしました。第１

回目の給付につきましては、県内トップを切って５

月８日に開始したところであります。郵送分の準備

についても、５月の連休や週末等を利用し作業を完

了したことにより、当初の予定を大きく前倒しする

ことができ、発送を５月11日、翌12日には受付を開

始することができました。 

 これまでの状況につきましては、給付対象の１万9

08世帯・２万2,601人のうち、６月９日時点で、１万

323世帯・２万1,684人、率にして約95％の方への給

付を完了しております。 

 また、児童一人あたり１万円の子育て世帯への臨

時特別給付金につきましては、本日の児童手当支給

日に併せまして、対象児童2,167人分を給付いたしま

す。 

 次に、５月14日から受付を開始した小規模事業者

への本市独自の支援策でございます。 

 まず、店舗等の家賃の８割を補助する店舗等家賃

助成事業につきましては、６月５日時点で、77件・

総額1,800万円を超える支払いを完了したところでご

ざいます。特に本市では、６カ月分の補助を先払い

し、後で精算するという、他市とは異なる仕組みで

取り組んだことにより、迅速な支援が実現できたと

ころであります。 

 次に、５億円の融資枠を準備している利子補給事

業でございます。これは、1,000万円までの借入に対

する３年間の利子分を支援するものでございまして、

これまでのところ、15件の届出を受け付けていると

ころであります。 

 また、20％のプレミアムを付ける、総額１億2,00

0万円の地域内お買い物促進事業につきましては、市

商店街連合会、商工会議所、商工会との連携を図り、

７月15日から発行できるように準備を進めていると

ころでございます。 

 各世帯に10枚ずつお配りするマスクにつきまして

は、６月15日から、自治委員さんのご協力をいただ

き順次お届けしてまいります。 

 妊婦さんへの一人あたり100枚のマスクにつきまし

ては、先月中旬までに50枚、今月15日には残り50枚

の配布を完了する見込みでございます。新たに妊婦

となった方には、窓口で随時お配りさせていただい

ているところであります。 

 また、マスクにつきましては、５月中に、市内38

サロン・ 

170人を超える皆様をはじめ、多くの個人・団体の皆

様方から、合計5,560枚もの心温まるご寄附をいただ

きました。これらにつきましては、医療機関をはじ

め、必要とする方々にお配りするなど、有効に活用

させていただいております。 

 改めまして、ご寄附をいただいた皆様に心からお
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礼を申し上げる次第であります。 

 次に、市内の小中学校の対応についてでございま

す。 

 ４月16日から２度目の学校休業となり、再度自宅

で過ごすことを余儀なくされた子ども達であります

が、本市では、５月11日から分散登校、短縮授業で

学校を再開いたしました。250名以上が在籍する高田

小学校、桂陽小学校、高田中学校の３校では、午前・

午後の分散登校とし、給食は全ての小中学校で同日

から再開しております。 

 ５月25日以降は、感染防止対策、学習支援の充実

のため、学習指導員、スクールサポートスタッフを

新たに配置し通常授業を行っております。 

 休業期間中は、各学校が作成した課題や学びの21

世紀塾から問題集を全ての児童生徒に配布し、教職

員が家庭訪問や電話等で支援をしてまいりましたが、

今後第２波、第３波が来ることも想定し、通常42日

間ある夏休みを今年は２分の１に短縮し、７月31日

から８月20日までの21日間とするなど、学びの保障

をしっかりと行っていく予定でございます。 

 また、オンライン学習などを可能にするため、Ｉ

ＣＴ環境を更に整えるとともに、各校においては新

しい学校生活の様式を確立し、感染防止対策に一層

努め、子ども達に感染症に対応する力を身につけさ

せているところでございます。 

 部活動においては、６月１日から通常どおり実施

しているところでありますが、東京オリンピックの

延期に続き、高校のインターハイ、夏の甲子園、全

中大会、大分県中体連等の大舞台となる大会が軒並

み中止となりました。代替措置として、通常では予

選会となる地方大会が最後の試合となりましたが、

選手の皆さんにおかれましては、この大会に悔いを

残さぬようしっかりと頑張っていただきたいと思っ

ております。 

 さて、市民の皆様には、新型コロナウイルスの感

染拡大を防ぐため、長い間、外出自粛や３密回避を

はじめ衛生管理対応等、多大なるご協力を頂いたこ

とに対しまして心から感謝を申し上げます。そして、

全ての医療従事者の皆様に改めて敬意と感謝を申し

上げます。おかげさまで、市内での感染拡大を心配

しておりましたが、何とか最小限にとどめることが

できました。 

 しかしながら、東京や北九州市の状況が大変気に

なるところであります。そのため、本定例会では、

新型コロナウイルス感染症対策に関連する予算とし

て、一般会計と特別会計を合わせて26の事業を提案

しております。その中でも、特に、多くの市民の皆

様に関係する本市独自の支援事業を２つご説明いた

します。 

 まず、新型コロナウイルス感染症対策定額支援金

事業でございます。この事業は、コロナ対策を行う

家計の負担軽減や地域経済の活性化に向けて、約２

万2,600人の市民全員に、１人あたり１万円の支援金

をお届けするものでございます。 

 市民全員を対象にした独自の支援金は、県内には

例がなく、事業費は、２億2,877万9,000円を見込ん

でおります。支給開始日は、７月上旬を予定してお

ります。 

 ２つ目は、大学生等を抱える親等への支援金事業

でございます。新型コロナウイルスの影響により、

仕送りやアルバイトの収入が途絶え、生活に困る学

生が増えております。私は、そうした学生の保護者

にも経済的な支援が必要であると判断し、学生１人

あたり５万円の独自の支援金をお届けしたいと思っ

ております。 

 対象者は、７月１日時点で本市に居住しており、

大学生や専門学校、予備校等に通う子どもを持つ保

護者等であります。また、ひとり親世帯や住民税非

課税世帯、新型コロナウイルスの影響で一定程度収

入が減少した世帯などについては、更に５万円を追

加し、合わせて10万円を支援したいと考えておりま

す。事業費は、4,578万7,000円であります。 

 県内の景気動向は、新型コロナウイルスが消費や

輸出などを軒並み下押しし、厳しい状況に引き下げ

られましたが、このような支援策をご活用いただき、

少しでも皆様への負担が軽減され、市内の経済的復

興に繋がればと願っているところでございます。 

 ５月25日に緊急事態宣言が解除され、６月１日か

ら一部首都圏や北海道、北九州市などを除き、県境

を越えた移動が緩和されるなど、少しずつ日常回復

への一歩を踏み出したわけでございますが、新型コ

ロナウイルスへの対策は、有効なワクチンや治療薬

が開発されるまでの間、まさにこれからが本番であ

ります。 

 自分自身や周囲の大切な人、そして、この豊後高

田市を守り抜くため、市民の皆様の一層のご理解ご

協力を切にお願い申し上げる次第であります。 

 次に、令和元年度の人口動態についてご報告申し

上げます。 

 ご案内のように本市では、最大の政策課題である
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人口増施策につきまして、様々な角度で移住定住の

促進に努めております。 

 昨年度の移住実績は、139世帯で300人となりまし

た。近年、やや減少傾向となっていた移住者であり

ますが、３年ぶりに対前年度を上回る人数でござい

ました。また、転入と転出の差を示す社会増減につ

きましては、126人の増となり、これは、平成23年度

以降、過去最大の社会増であります。 

 しかしながら、新型コロナウイルスの蔓延により

新しい生活様式が求められる中、新たな移住相談の

手法としてオンラインでの相談を先月から開始した

ところでございます。 

 これからも、こうした新しい手法も取り入れなが

ら、移住定住の促進に向けた情報発信等に取り組ん

でいきたいと考えております。 

 次に、子育て支援を前面に打ち出したふるさと納

税についてでございますが、平成29年度は１億4,23

0万5,000円、平成30年度は２億8,026万1,943円、昨

年、令和元年度は４億6,015万8,000円となり、過去

最高の寄附額となりました。この場をお借りいたし

まして、皆様のご協力に心から感謝とお礼を申し上

げます。 

 また、今年度からは、企業版ふるさと納税も開始

いたしました。昭和の町20周年関連事業の財源とし

てご支援をいただくべく、情報発信を行っておりま

す。 

 個人版、企業版ともに、本年度も積極的なＰＲに

努めてまいりたいと考えております。 

 次に、観光客の動向と今後の対策についてでござ

います。 

 まず、観光客の動向でございますが、本市におき

ましても新型コロナウイルス感染防止のため４月中

旬から５月末までは、昭和の町を始めほとんど全て

の観光施設は臨時休業となっており、観光客が全く

いないという過去に例のない状態が続いておりまし

た。県内でも、４月の延べ宿泊者数は前年を大きく

下回る84.1％の減であります。緊急事態宣言解除後

も、再流行の警戒感から景気や観光のＶ字回復は難

しく、引き続き厳しい数字が予想されるところであ

ります。 

 このような中、今後の巻き返し策といたしまして

は、地方創生臨時交付金を活用し、宿泊の半額割引

やお得な温泉共通入浴券による利用客の増、農泊の

誘客促進を支援するとともに、国のＧｏＴｏキャン

ペーンの活用など、まずは国内需要を幅広く取り込

む方向で情報発信を強化し、観光事業の再活性化に

取り組んでまいります。 

 緊急事態宣言が解除された現段階におきまして、

人出の回復や経済活動の再開に期待したいところで

ありますが、引き続き自粛ムードは継続しておりま

す。現時点においては、観光客や市民の皆様の安全

に配慮した業種別ガイドライン等を参考に、観光業

を後押ししつつ、復興に向けた取組みを鋭意努力し

てまいりたいと考えております。 

 次に、昨年６月１日時点で実施された工業統計調

査結果の概要についてご報告いたします。 

 この調査は、１年間の県全体の事業所数、従業者

数、製造品出荷額等の推移をまとめたものでござい

ます。 

 前回の調査結果と比較して、豊後高田市の従業者

数では、2,951人で238人の増、中津市に次いで第２

位の増加数でございます。 

 製造品出荷額は、725億円で68億円の増、前年比1

0.3％の増加率で、県内14市のうち、大分市、中津市

に次いで第３位でございました。 

 これらの結果は、県北を中心に自動車関連企業が

集積していることが主な要因と考えておりますが、

前回に引き続き、雇用が200人以上増えている状況に

つきましては、移住定住施策を推進する本市にとり

まして、たいへん心強い結果であります。市内製造

業の皆様に心から感謝を申し上げたいと思います。 

 次に、梅雨を目前に控えた防災対策についてでご

ざいます。 

 ご承知のとおり、昨今の異常気象により、全国各

地で大雨による河川の氾濫やため池の決壊等が発生

しております。 

 この状況を踏まえ、第１回定例会でも申し上げま

したが、本市では全国に先駆けて、市内45カ所の防

災重点ため池や並石ダムで、洪水災害の未然防止対

策といたしまして洪水調節容量の確保に係る協定を

締結させていただくことができました。 

 具体的には、ため池管理者や自治会、消防団等と

連携を図り、貯水量を事前に調節し河川への雨量を

最小限にとどめる対策でございます。明日、６月11

日には、関係各位とその目的や意義について一致団

結して取り組んでいくキックオフ会議を開催する次

第であります。 

 また先日、市内全戸に本市の新しい洪水ハザード

マップをお配りいたしました。これは、国土交通省

が定めた1000年に一度の想定しうる最大規模の降雨



６月 10 日 

 - 5 - 

 

への対応について、県が洪水想定区域の見直しを行っ

たことに伴い、更新したものであります。 

 市民の皆様には、出水期を迎えるにあたり自らの

命は自らが守るという意識のもと、災害リスクへの

正しい理解と迅速な避難行動に心がけていただきま

すよう、お願い申し上げます。 

 それでは、本定例会に提案いたしました議案等に

ついて、その大要をご説明申し上げます。 

 第40号議案の令和２年度一般会計補正予算（第２

号）につきましては、６億2,640万8,000円の増額で、

補正後の予算総額は、180億1,076万2,000円となりま

す。 

 先の臨時会に続く新型コロナウイルス感染症対策

補正予算の第２弾、感染拡大の防止、地域経済の維

持・活性化等の事業といたしまして５億6,347万8,0

00円を計上しており、これは、補正額全体の約９割

を占めるものであります。今後、危惧される第２波

に対しての警戒を怠らず、100年に一度といわれる未

曽有の事態からの脱却を図るため、国の新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等に加えて、

大規模災害対応や経済状況等による歳入不足への備

えとして積み立ててきた財政調整基金を約３億円取

り崩して対応いたします。 

 新型コロナウイルス感染症対策に関連する補正予

算の主な内容につきましては、まず民生費では、冒

頭申し上げました感染拡大防止等に要した経済的負

担を更に軽減するため、市民一人当たり１万円を支

給する本市独自の定額支援金やひとり親世帯への臨

時特別給付金などの経費を計上しております。 

 衛生費では、市内医療機関等が実施する受付窓口

等へのアクリル板の設置や発熱外来の開設に対する

助成経費等を計上しております。 

 労働費では、雇用の維持と確保を図るため、国の

雇用調整助成金を活用する事業者に対し、市独自で

最大30万円を上乗せする奨励金など、雇用対策に関

する助成経費等を計上しております。 

 農林水産業費では、消費が低迷している花や食肉

の消費拡大につなげるため、生産者や花き小売店等

の取組みに助成する花のあるまちづくり推進事業や

医療機関や福祉施設等へ食材費を助成する地域特産

食肉活用推進事業などの経費等を計上しております。 

 商工費では、国・県の多種多様な支援制度を事業

所がスムーズに活用できるように、商工会議所・商

工会への相談窓口設置に係る助成経費、新たな事業

展開に必要な設備投資への支援経費、市内宿泊割引

に必要な助成経費等を計上しております。 

 消防費では、３密が懸念される災害避難所での感

染拡大を防止するため、簡易間仕切りやトイレ用テ

ントなどの必要な資機材を整備する経費を計上して

おります。 

 教育費では、大学生等を抱える親・保護者への本

市独自の支援金、学校や家庭でのＩＣＴを活用した

教育環境を整備するＧＩＧＡスクール構想推進事業

に係る経費等を計上しております。 

 そのほか、通常補正分といたしましては、衛生費

に、市内３地区における小規模給水施設の改修等を

行う経費、土木費に、有利な地方債を活用して、道

路法面への防災対策を実施する経費等を計上してお

ります。 

 第41号議案の令和２年度ケーブルネットワーク事

業特別会計補正予算（第１号）につきましては、新

型コロナウイルス感染症等の情報を迅速に伝達する

ことができるデータ放送について、システムを改修

する経費を計上しており、補正額は、500万円の増額

で、補正後の予算総額は、３億2,940万5,000円とな

ります。 

 第42号議案の令和２年度下水道事業会計補正予算

（第１号）につきましては、下水道事業会計の地方

公営企業法の適用に伴い、令和２年３月31日をもっ

て打ち切り決算を行った際の未収金及び未払金の額

が確定したので、その予定額を定めた当初予算第４

条の２の未収金及び未払金の額を補正するものでご

ざいます。 

 第６号報告の令和２年度国民健康保険特別会計補

正予算（第１号）につきましては、地方自治法第17

9条第１項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染

症に感染した被保険者等に係る傷病手当金の予算に

ついて専決処分をしましたので、同条第３項の規定

により報告し、承認を求めるものでございます。 

 報第２号につきましては、地方自治法施行令第14

6条第２項の規定に基づき、一般会計に係る事業繰越

について報告するものでございます。 

 次に、予算以外の議案等についてでございますが、

各議案の末尾に提案理由を付しておりますので、主

なものについてご説明申し上げます。 

 第43号議案の過疎地域自立促進計画の変更につき

ましては、新規事業として、漁場基盤整備事業、小

規模給水施設整備事業、老人福祉施設改修事業、教

育支援センター整備事業及び公民館改修事業を追加

するため、本計画の一部を変更したいので、議決を
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求めるものでございます。 

 第44号議案の公の施設の指定管理者の指定につき

ましては、長崎鼻デジタルアートギャラリーの管理

を行わせる指定管理者を指定することについて議決

を求めるものでございます。 

 第45号議案の財産の取得につきましては、災害対

応特殊水槽付消防ポンプ自動車一式の取得について、

議決を求めるものでございます。 

 第47号議案の豊後高田市企業立地促進条例の一部

改正につきましては、新型コロナウイルス感染拡大

の影響を鑑みて、工場等の新設又は増設に関する指

定要件の一部を緩和することについて議決を求める

ものでございます。 

 報第３号から報第５号につきましては、地方自治

法第243条の３第２項の規定に基づき、土地開発公社、

株式会社スパランド真玉及び観光まちづくり株式会

社について、経営状況を説明する書類を提出するも

のでございます。 

 以上で、本定例会に提出いたしました議案等につ

いて説明を終わりますが、何とぞ慎重審議の上、ご

協賛賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（河野徳久君）  以上で、本日の日程は全部

終了いたしました。 

あすから６月15日まで休会いたします。 

 次の本会議は、６月16日午前10時に再開し、議案

質疑を行います。 

なお、議案質疑の通告は、あす正午までに提出願

います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

午前10時37分 閉会 
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